
　

令和７年度日高町下水道事業会計補正予算（第２号）について

令和７年９月９日   提　出

 日 高 町 長　　　松　本　秀　司

　　　令和７年度日高町下水道事業会計補正予算（第２号）を別紙のとおり計上する。

議 案 第 ４６ 号





千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

（補正予定額）  （計）

1

令和７年度日高町下水道事業会計補正予算（第２号）

（収益的支出）

（科　目） （既決予定額） （補正予定額）  （計）

　第２条　令和７年度日高町下水道事業会計予算（以下「予算」という｡）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり

（総　則）

　第１条　令和７年度日高町下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　  補正する。

支　出

　第１款　事業費 399,173 35,682 434,855

35,682 35,683　　第３項　特別損失

（資本的収入）

　第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出に対し不足する額 71,968千円は、当年度分消費税及び地方消費税資 

　　本的収支調整額 1,200千円及び過年度損益勘定留保資金 70,768千円で補てんする」を「資本的収入額が資本的支出に対し不足す

　　る額 78,008千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,200千円及び過年度損益勘定留保資金 76,808千円で補

　　てんする」に改め、資本的収入の予定額を次のとおり補正する。

（科　目） （既決予定額）

　　    日 高 町 長　　　松　本　秀　司

  　　　　  令和７年９月９日   提　出

　第１款　資本的収入 93,357 △ 6,040 87,317

　　第４項　県補助金 9,820 △ 6,040 3,780

収　入
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令和７年度日高町下水道事業会計補正予算（第２号）付属明細書

３．令和７年度　日高町下水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書

１．令和７年度　日高町下水道事業会計予算実施計画

２．令和７年度　日高町下水道事業会計予算事項別明細書

４．令和７年度　日高町下水道事業予定貸借対照表



　収益的支出

　支  出 （単位：千円）

1．事業費 399,173 35,682 434,855

3．特別損失 1 35,682 35,683

2．過年度損益修正損 0 35,682 35,682

　収  入 （単位：千円）

1.資本的収入 93,357 △ 6,040 87,317

4.県補助金 9,820 △ 6,040 3,780

1.県補助金 9,820 △ 6,040 3,780

１．令和７年度　日高町下水道事業会計予算実施計画

  資本的収入

項 目 既 決 予 定 額款 計補 正 予 定 額

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計
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　支  出

金　　額

1. 事業費 399,173 35,682 434,855

3. 特別損失 1 35,682 35,683

2. 過年度損益修正損 0 35,682 35,682 1. 過年度損益修正損 35,682 18,268

16,059

1,355

収　入

金　　額

1. 資本的収入 93,357 △ 6,040 87,317

4. 県補助金 9,820 △ 6,040 3,780

1. 県補助金 9,820 △ 6,040 3,780 1. 県 補 助 金 △ 6,040

（漁集）過年度損益修正損

（農集）過年度損益修正損

２．令和７年度　日高町下水道事業会計予算事項別明細書

既　決
予定額

補  正
予定額

計
区　　分

節

　収益的支出

款 項 目 説　　　明

（浄化槽）過年度損益修正損

　資本的収入

計
節

説　　　明
区　　分

款 項 目
既　決
予定額

補  正
予定額

県補助金



当年度純利益 △34,679,263

減価償却費 168,471,000

固定資産除却費 1,000

固定資産売却損益（△は益） △1,000

貸倒引当金の増減（△は減少） 0

賞与引当金の増減（△は減少） 145,000

法定福利費引当金の増減（△は減少） 60,000

長期前受金戻入額 △96,503,000

受取利息及び配当金 △1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 26,609,000

未収金の増減（△は増加） 3,723,389

未払金の増減（△は減少） 437,280

たな卸資産の増減（△は増加） 0

小　　　　　計 68,262,406

受取利息及び配当金 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △26,609,000

業務活動によるキャッシュ・フロ－ 41,654,406

　　　　　　　  　　３．令和７年度　日高町下水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書

(令和７年４月１日から 令和８年３月31日まで)

（単位 ： 円）

1．　業務活動によるキャッシュ・フロ－
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有形固定資産の取得による支出 △12,067,000

有形固定資産の売却による収入 1,000

国庫補助金等による収入 22,700,000

負担金等による収入 1,000

投資活動によるキャッシュ・フロ－ 10,635,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 14,100,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △152,056,492

他会計からの出資による収入 70,336,000

財務活動によるキャッシュ・フロ－ △67,620,492

資金に係る換算差額 0

資金増減額 △15,331,086

資金期首残高 153,774,386

資金期末残高 138,443,300

2．　投資活動によるキャッシュ・フロ－

3．　財務活動によるキャッシュ・フロ－

（単位 ： 円）



（単位 ： 円）

1．
(1)

イ． 土地 195,508,030
ロ． 建物 256,685,220

減価償却累計額 △41,843,829 214,841,391
ハ． 構築物 3,487,941,852

減価償却累計額 △304,306,505 3,183,635,347
ニ． 機械及び装置 507,839,365

減価償却累計額 △231,082,732 276,756,633
ホ． 車両及び運搬具 1,454,545

減価償却累計額 △322,000 1,132,545
ヘ． 建設仮勘定 17,488,000

3,889,361,946

3,889,361,946

2．
(1) 138,443,300
(2) 15,710,902

貸倒引当金 0 15,710,902
(3) 0
(4) 0

154,154,202

資　産　合　計 4,043,516,148

有形固定資産

４. 令和７年度　日高町下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

　　　　　　資　 　　産　　 　の　　 　部

固定資産

有形固定資産合計

固定資産合計

流動資産
現金預金
未収金

前払い金
その他流動資産

流動資産合計
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（単位 ： 円）

3．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 1,217,700,643
1,217,700,643

4．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 155,690,532
(2) 13,346,400
(3)
(4)

イ． 賞与引当金 1,977,000

ロ． 法定福利費引当金 397,000 2,374,000

171,410,932

5．
2,429,301,733
△337,472,985

2,091,828,748

負　債　合　計 3,480,940,323

6． 507,845,855

7．
(1) 資本剰余金

イ． 国庫補助金 87,719,515
ロ． 他会計補助金 20,069,000

107,788,515
(2)

イ． 減債積立金 0
ロ． 当年度未処理欠損金 53,058,545

△53,058,545
54,729,970

資　本　合　計 562,575,825

負債・資本合計 4,043,516,148

流動負債合計

　　　　　　負　 　　債　　　 の　　　 部

固定負債
企業債

固定負債合計

流動負債
企業債

未払金
預り金
引当金

剰余金合計

繰延収益
長期前受金
収益化累計額

繰延収益合計

　　　　　　資　 　　本　　　 の　　　 部
資本金

剰余金

資本剰余金合計
利益剰余金

利益剰余金合計



Ⅰ．

１．固定資産の減価償却方法

・

・ 主な耐用年数

建物 ５８年

構築物 ３８年

機械及び装置 ５～１６年

車両及び運搬具 ５年

工具器具及び備品 ３～５年

２．

・

３．

先入先出法による原価法（貸借対照評価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　　  注 記

重要な会計方針

（１）有形固定資産

減価償却の方法　　定額法による。

たな卸し資産の評価基準及び評価法

引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

退職給付引当金は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、日高町下水道事業会計は、当該組合に負担金を拠出し
ているが、一般会計との間で協定書を締結することにより、追加的な調整負担金は、全額一般会計において措置すること
となっているため、日高町下水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上
している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の負担
に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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４．

Ⅱ．

１．

Ⅲ．

１．

該当事項なし

２．

３．

４．

Ⅳ．

Ⅴ．

予定キャッシュ・フロ－ 計算書等関連

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

重要な非資金取引

該当事項なし

予定貸借対照表等関連

担保に供している資産及びこれに対応する債務

（３）貸倒引当金の取崩し

１，６０９，３８７千円

重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

該当事項なし

引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

企業債の償還に係る他会計の負担

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として ６，３５０，０００円 を支給するため、賞与引当金１，８３２，０００
円を取り崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として １，２７４,０００円 を支給するため、法定福利費引当
金 ３３７,０００円を取り崩す。

該当事項なし

該当事項なし

重要な後発事象

該当事項なし

その他の注記




